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（様式５：全対象事業共通） 

 

令和４年度第１回エネルギー構造高度化・転換理解促進事業評価報告書 

 

補助事業名 伊根町での再生可能エネルギーを活用した地域振興策実現可能

性調査 

補助事業者名 伊根町 

補助事業の概要 地域に賦存するエネルギー資源を最大限活用して、持続可能な

「ええまち」伊根町の実現（地場産業の振興、新たな産業・雇用

の創出、モビリティ機能の拡充）に貢献する再生可能エネルギー

活用プロジェクトを構築することを目的に、伊根町全体で使用し

ているエネルギーコストの削減と地域の再生可能エネルギー理

解促進のため、公共施設の再エネ電源化の検討、ＥＶを活用した

デマンド交通の効果検証及び漁業農業分野の再生可能エネルギ

ー転換の事前検討に関する調査。 

総事業費 １６，２６９，０００円 

補助金充当額 １６，２６９，０００円 

定量的目標 【令和４年度の成果目標】 

伊根町再エネ活用型地域振興策検討会：年３回実施 

 

【中長期的な成果目標】 

業績評価指数（KPI） 2018年度 2024年度 

＜便利で使いやすい交通システムの

構築＞ 

有償運送の実施団体数 

１団体 １団体 

＜周遊型観光を実現するための従業

者の確保＞ 

雇用者数（パート含む） 

２３人 
２５人 

（累計） 

＜地域産農林水産物を活用＞ 

特産品・土産物の開発数 
０品 ５品（累計） 

＜伊根町ネットワーク回覧板を活用

した既存事業の効率化と充実＞ 

活用事業数 

- 
５事業 

（累計） 

＜再生可能エネルギーの活用＞ 

再生可能エネルギーの活用事業 
- 

１事業 

（累計） 
 
 

補助事業の成果及び評価（事

業毎にあらかじめ設定した事

業目標を達成したかなど） 

実現可能性調査を行い、次年度以降の方向性を定めることができ

た。 

ＥＶを活用したデマンド交通においては、アンケート調査等の結

果をみると、当該サービスは再エネ理解促進に関して満足度は高

く、実際に利用したことのある方の満足度は更に高い結果であっ

た。令和４年度は本補助金（ハード）の採択を受け、太陽光発電
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を活用したＥＶ充電設備を整備しており、令和５年度からは整備

した太陽光発電設備で発電した電気をデマンド交通のＥＶに充

電する運行が開始予定で、再エネの理解促進や利用拡大への高い

効果を期待することができる。 

補助事業の実施に伴い締結さ

れた売買、貸借、請負その他

の契約 

（※技術開発事業のみ：間接補

助を行った場合は、間接補助先

を記載） 

契約（間接補助）の

目的 

再生可能エネルギー設備の導入検討やＥＶ

を活用している伊根町予約型乗合交通の効

果検証と利活用検討、地域の農業・水産業・

観光業等の振興に寄与するプロジェクトを

具体化するなど、高度な技術力、企画力及び

経験が求められる調査計画業務及び専門性

が必要となる設計業務のため、知見・ノウハ

ウを持つ民間事業者に対して業務の一部を

委託する。 

契約の方法 随意契約（公募型プロポーザル方式） 

契約の相手方（間

接補助先） 

国際航業株式会社京都支店 

契約金額（間接補

助金額） 

１６，２６９，０００円 

来年度以降の事業見通し 町で使用しているエネルギーコストの削減と地域の再生可能エ

ネルギー理解促進のため、令和４年度に整備した再エネ活用型Ｅ

Ｖ充電設備の効果検証及び利活用検討、地域の更なる再エネ電源

開発検討、再エネ理解促進につながる広報素材作成を行う。 

（備考） 

１ 事業完了した日から３ヶ月以内の提出をお願いします。 

 ２ 定量的成果目標の欄には補助金応募申請書提出時に設定した成果目標をそれぞれ記載すること。 

 ３ 補助事業の成果及び評価の欄には、公募要領８．で記載した内容に対応した、定量的な成果実績と評価を記載する

こと。それ以外にも、定性的な成果実績や、進捗度、利用量並びに効果等といった別の定量的な指標があればできる

限り数値を用いて記載すること。 

４ 契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。間接補助を行った場合は、記

載不要。 

５ 来年度以降の事業見通しの欄は、本事業に来年度以降も補助金を充当しようとする場合のみ記載。 
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（様式５：全対象事業共通） 

 

令和４年度第１回エネルギー構造高度化・転換理解促進事業評価報告書 

 

補助事業名 伊根町再エネ活用型ＥＶ充電設備整備事業 

補助事業者名 伊根町 

補助事業の概要 地域に賦存するエネルギー資源を最大限活用して地域課題を解

決し、持続可能な「ええまち」伊根町の実現（地場産業の振興、

新たな産業・雇用の創出、モビリティ機能の拡充）に貢献する、

電気自動車を使用したデマンド交通で使用する車両に電気を供

給するための太陽光発電と充電設備を整備。 

（太陽光パネルの出力合計値：58.63kW、蓄電池容量：97.2kWh） 

総事業費 １８３，１６８，４６６円 

補助金充当額 １５２，２２６，５６６円 

定量的目標 【令和４年度の成果目標】 

再エネ活用型 EV充電設備の整備：１箇所 

 

【中長期的な成果目標】 

業績評価指数（KPI） 2018年度 2024年度 

＜便利で使いやすい交通システムの

構築＞ 

有償運送の実施団体数 

１団体 １団体 

＜周遊型観光を実現するための従業

者の確保＞ 

雇用者数（パート含む） 

２３人 
２５人 

（累計） 

＜地域産農林水産物を活用＞ 

特産品・土産物の開発数 
０品 ５品（累計） 

＜伊根町ネットワーク回覧板を活用

した既存事業の効率化と充実＞ 

活用事業数 

- 
５事業 

（累計） 

＜再生可能エネルギーの活用＞ 

再生可能エネルギーの活用事業 
- 

１事業 

（累計） 
 
 

補助事業の成果及び評価（事

業毎にあらかじめ設定した事

業目標を達成したかなど） 

整備した再エネ活用型ＥＶ充電設備で発電した電気を、ＥＶ活用

デマンド交通の車両に供給することで「ゼロカーボン・ドライブ」

を実現したとともに、ＥＶデマンド交通を住民や観光客が利用す

ることで、再生可能エネルギーに対する理解促進を深めることが

できると期待される。 

補助事業の実施に伴い締結さ

れた売買、貸借、請負その他

の契約 

契約（間接補助）の

目的 

①伊根町再エネ活用型ＥＶ充電設備整備工

事 

②伊根町再エネ活用型 EV充電設備整備工事 
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（※技術開発事業のみ：間接補

助を行った場合は、間接補助先

を記載） 

工事監理支援業務 

契約の方法 ①随意契約（公募型プロポーザル方式） 

②随意契約 

契約の相手方（間

接補助先） 

①日比谷総合設備株式会社関西支店 

②国際航業株式会社京都支店 

契約金額（間接補

助金額） 

①１７７，３６０，７００円 

②５，８０７，７６６円 

来年度以降の事業見通し 他の公共施設においても、再生可能エネルギーの導入を目指す。 

（備考） 

１ 事業完了した日から３ヶ月以内の提出をお願いします。 

 ２ 定量的成果目標の欄には補助金応募申請書提出時に設定した成果目標をそれぞれ記載すること。 

 ３ 補助事業の成果及び評価の欄には、公募要領８．で記載した内容に対応した、定量的な成果実績と評価を記載する

こと。それ以外にも、定性的な成果実績や、進捗度、利用量並びに効果等といった別の定量的な指標があればできる

限り数値を用いて記載すること。 

４ 契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。間接補助を行った場合は、記

載不要。 

５ 来年度以降の事業見通しの欄は、本事業に来年度以降も補助金を充当しようとする場合のみ記載。 


